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宅地建物取引業法第 22条の２第２項に基づく講習の指定について 

 

宅地建物取引業法（昭和 27年法律第 176号）第 18条第１項に基づき都道府県知

事の登録を受けた宅地建物取引士が宅地建物取引士証の交付を受け、又はその有効

期間の更新を受けようとする場合、同法第 22条の２第２項に規定に基づき都道府県

知事が指定する講習（以下単に「講習」という。）を受講しなければならないとさ

れている。 

今般、当該講習の指定について、他の都道府県知事が指定する講習を指定するこ

とが可能であるか照会があったことを踏まえ、下記のとおり周知する。 

 

記 

 

講習の指定については、宅地建物取引士の登録事務を行う各都道府県において自治

事務として運用されるものである。この点、指定を行おうとする講習機関との協議の

上、他の都道府県知事が指定した講習を都道府県知事が指定することについては、宅

地建物取引業法上差し支えなく、各都道府県知事の判断に基づき指定を行われたい。 



 

北海道 
（公社）北海道宅地建物取引業協会 

愛知県 

（公社）愛知県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会北海道本部 （公社）全日本不動産協会愛知県本部 

青森県 
（公社）青森県宅地建物取引業協会 （一社）不動産協会 

（公社）全日本不動産協会青森県本部 
三重県 

（公社）三重県宅地建物取引業協会 

岩手県 
（一社）岩手県宅地建物取引業協会 （公社）全日本不動産協会三重県本部 

（公社）全日本不動産協会岩手県本部  福井県 （公社）福井県宅地建物取引業協会 

宮城県 
（公社）宮城県宅地建物取引業協会 

滋賀県 
（公社）滋賀県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会宮城県本部 （公社）全日本不動産協会滋賀県本部 

秋田県 
（公社）秋田県宅地建物取引業協会 

京都府 
（公社）京都府宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会秋田県本部 （公社）全日本不動産協会京都府本部 

山形県 
（公社）山形県宅地建物取引業協会 大阪府 （一財）大阪府宅地建物取引士センター 

（公社）全日本不動産協会山形県本部 
兵庫県 

（一社）兵庫県宅地建物取引業協会 

福島県 
（公社）福島県宅地建物取引業協会 （公社）全日本不動産協会兵庫県本部 

（公社）全日本不動産協会福島県本部 奈良県 （公社）奈良県宅地建物取引業協会 

茨城県 
（公社）茨城県宅地建物取引業協会 

和歌山県 
（公社）和歌山県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会茨城県本部 （公社）全日本不動産協会和歌山県本部 

栃木県 
（公社）栃木県宅地建物取引業協会 

鳥取県 
（公社）鳥取県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会栃木県本部 （公社）全日本不動産協会鳥取県本部 

群馬県 （一社）群馬県宅地建物取引業協会 
島根県 

（公社）島根県宅地建物取引業協会 

埼玉県 

（公社）埼玉県宅地建物取引業協会 （公社）全日本不動産協会島根県本部 

（公社）全日本不動産協会埼玉県本部 
岡山県 

（公社）岡山県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会東京都本部 （一社）岡山県不動産協会 

（一社）全国住宅産業協会 
広島県 

（公社）広島県宅地建物取引業協会 

（一社）不動産協会宅建法定講習センター （公社）全日本不動産協会広島県本部 

千葉県 

（一社）千葉県宅地建物取引業協会 
山口県 

（一社）山口県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会千葉県本部 （公社）全日本不動産協会山口県本部 

（一社）不動産協会宅建法定講習センター 
徳島県 

（公社）徳島県宅地建物取引業協会 

（一社）全国住宅産業協会 （公社）全日本不動産協会徳島県本部 

東京都 

（公社）東京都宅地建物取引業協会 
香川県 

（公社）香川県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会東京都本部 （公社）全日本不動産協会香川県本部 

（一社）不動産協会宅建法定講習センター 
愛媛県 

（公社）愛媛県宅地建物取引業協会 

（一社）全国住宅産業協会 （公社）全日本不動産協会愛媛県本部 

神奈川県 

（公社）神奈川県宅地建物取引業協会 
高知県 

（公社）高知県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会神奈川県本部 （公社）全日本不動産協会高知県本部 

（一社）不動産協会宅建法定講習センター 
福岡県 

（公社）福岡県宅地建物取引業協会 

（一社）全国住宅産業協会 （公社）全日本不動産協会福岡県本部 

山梨県 
（公社）山梨県宅地建物取引業協会 

佐賀県 
（公社）佐賀県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会山梨県本部 （公社）全日本不動産協会佐賀県本部 

長野県 
（公社）長野県宅地建物取引業協会 

長崎県 
（公社）長崎県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会長野県本部 （公社）全日本不動産協会長崎県本部 

新潟県 
（公社）新潟県宅地建物取引業協会 

熊本県 
（一社）熊本県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会新潟県本部 （公社）全日本不動産協会熊本県本部 

富山県 
（公社）富山県宅地建物取引業協会 

大分県 
（一社）大分県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会富山県本部 （公社）全日本不動産協会大分県本部 

石川県 
（公社）石川県宅地建物取引業協会 

宮崎県 
（一社）宮崎県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会石川県本部 （公社）全日本不動産協会宮崎県本部 

岐阜県 
（公社）岐阜県宅地建物取引業協会 鹿児島県 （公社）鹿児島県宅地建物取引業協会 

（公社）全日本不動産協会岐阜県本部 
沖縄県 

（公社）沖縄県宅地建物取引業協会 

静岡県 

（公社）静岡県宅地建物取引業協会 （公社）全日本不動産協会沖縄県本部 

（公社）全日本不動産協会静岡県本部 

（一社）全国住宅産業協会 


